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Creating New Paradigms and Practices for Civics Education in an Era of Change
一　課題研究IVのミッション（－）課題研究のテーマ
今大会における課題研究の趣旨は
，課題研究総
括コーディネーターである原田氏が匚戦後レジー
ムが変革され
っっある中でご…公共心や規範意
識の育成
，社会形成への積極的参加……など中央
教育審議会が社会科に期待する課題も大きい
」と
いう現状において匚戦後レジ
ムーを支えてきた社
会科をどう守り
，あるいは変革していくのか。そ
れについて理論と具体的なカリキュラム（受業）の
両面で検討する
」と示している。
これを受けて公民領域を担当する課題研究IVの
テーマは匚変革の時代の公民教育実践の創造」と
設定された。
その趣旨は次のようになっている。
第二次世界大戦後
，我が国は新たな社会の
在り方を定めた日本国憲法を手にし
，民主主
義と資本主義経済を発展させ民主的で豊かな
社会の形成をめざした
。そして，現在，選挙
によって国民の意思を反映する議会制民主主
義の定着
，また世界でも高水準の国民所得と
福祉国家という形で実現されたかのように見
える。
しかし
，変革の時代といわれる今日，新た
な局面が現れてきた
。政治面においては，議
会制民主主義に対して住民の声を直接政治に
反映させる住民投票を制度化し
，例えば，住
民投票条例で中学生に投票権を与え若者に政
策に対する反応を聞こうとする自治体も現れ
ている
。一方，国レベルでは国民投票法によ
り憲法改正という戦後レジ
ムーの根幹を変更
可能とする手続きが整えられた
。 18歳に投票
権が付与されることになる国民投票法により，
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社会の在り方を決定する過程に若者の参加が
現実のものとなるのである
。また，経済面に
おいては
，福祉国家の充実が生み出す財政赤
字などを匚政府の失敗
」とし，市場原理主義
を基底に置く改革が我が国を覆っている
。
匚個人の自律的活動を原動力とする市場
」に
信頼を置き
，競争原理によって規制緩和や民
営化を推進するとともに
，個人に対しては
匚自己責任
」が強調されている。こうした民
主主義と資本主義経済の今日的状況に底通し
ているのは
，自分のことは自分で決定し，み
んなのことはみんなが決定する
，そして，そ
の責任をとることが求められている点であろ
う
。見方を変えれば，変革の時代は，私的自
治の原則のもとで新たな（公共）社会の形成に
積極的に参画することが求められる時代と見
る
こともできよう。
このような変革の時代に
，公民教育には何
か期待され
，何かできるのであろうか。ある
いは児童生徒にどのような知識と能力を身に
付けさせればよいのだろうか
。ここでは発表
者の授業構成理論と具体的な授業モデルの提案をもとに議論を深めてゆきたい。
（二）課題研究IVの意義
本課題研究では
，以上の趣旨のもと，社会科・
公民科の授業構成原理を匚科学的説明
」とする桑
原敏典氏
，「社会形成」とする橋本康弘氏，匚開か
れた価値観形成
」とする溝口和宏氏の三氏から変
革の時代に求められる公民教育の姿を発表しても
らうことにした。
また
，本課題研究では新たな試みとして，ロー
ルスの反省的均衡やクウィ
ンーのホーリズム等を
学的基礎として憲法を研究する土井真一氏を指定
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討論者として迎え
，専門科学の視点,から公民教育
を検討することにした。
まず
，規制緩和，価値の多様化，そうした時代
においてそれぞれの価値を互いに尊重する社会の
在り方が問われる時代となったという土井氏のキッ
ク
・オフ・スピーチを皮切りに，三氏から理論提
案とそれに基づく授業案の提示がなされた
。三氏
はいずれも教材に判例を取り上げているが
，その
授業構成論の違いから異なる実践が示された
。そ
こで
，コーディネーターであった筆者は，それぞ
れの主張と授業の優越性を示していただき
，それ
をフロアから判断してもらうという意図をもって
本課題研究を運営することにした。
以下
，各氏の授業論の主張と授業提案J11）及び，
論点整理と議論の概要について述べてゆくことに
したい。
二　桑原提案
匚立憲主義の転回をふまえた公民教育の再検討一
個人の自由に根ざした憲法学習の在り方
－」を発
表題目とする桑原氏の授業構成論とそれに基づく
授業提案はおおよそ次のようになる。
（－）授業構成論
まず
，発表題目で言う厂立憲主義の転回」とは，
近代立憲主義から現代立憲主義への歴史的転回と
いう意味である
。氏は，そもそも憲法は政府の統
治行為を規律し安定化させるものであり
，そのた
めに
，基本権と権力分立を法で確認するという考
え方であったと述べる
。また，我々の社会は国家
と市民社会に分けることができるが
，近代立憲主
義のもとでは国家は市民社会にできるだけ介入す
べきでないと考えられていた
。ところが，現代立
憲主義のもとでは
，人間の私利私欲から発生する
弊害を除くとともに
，各人の生存のために市民社
会に国家が介入することを大幅に認めていく方向
に変わった。このことを指して匚立憲主義の転回」
としているのである。
こうした認識に立って
，社会生活を私的領域と
公的領域に区分する長谷部の論を引きながら
，公
民教育は
，人々が同意できる枠組みを築き上げる
議論を行う公的領域（議会等）で活動するために必要な資質を育成すべきであり，人々が自ら信じ
る価値観に基づいて個性的に生きる私的領域を学
習対象から除くべきと主張する
。
さらに
，匚科学的説明」を原理とする授業構成
論に立っている桑原氏は
，公民教育においては原
因や理由の説明
，結果や影響の予測を求める，
厂なぜそのことが（価値判断の）問題となるのか」
「（判断の仕方によって）それは
，どう か」と
いう問いを中心とした学習指導を展開すべきであ
り
，匚あなたは，どのように判断しまか」とい
う価値判断を求める学習から一歩引き下がるべき
だとしている
。
（二）授業提案
具体的な授業提案では
，授業のねらいを匚経済
活動の自由の意味を把握するとともに
，経済活動
の自由は弱者保護のために国家によって制限され
ることがあること
，制限が行き過ぎないように国
民との関係で国家が守るべき事柄が憲法に定めら
れていることを理解する
。そのうえで，国家によ
る経済活動の自由の制限が
，どのような状況をも
たらすかを説明できる
」こととしている。このね
らいを達成するため
，授業では，経済活動の自由
を制限する厂薬局開設の距離制限に関する訴訟」
と「公衆浴場の適正配置規制に関する訴訟
」の二
つを取り上げている
。そして，裁判所は薬局開設
を規制する法律を違憲とし
，公衆浴場を規制する
法律は合憲としたことを示す
。そこで，なぜ二つ
の訴訟で裁判所の判断が異なったのかを問う
。さ
らに
，職業選択自由について規制がなければど
うなるか
，規制が強ければどうなるか，と問いそ
の影響や予測を行わせる
。その上で，職業選択の
自由と国による制限について我々はどのように考
えるべきか
，と問い，匚規制の理由を十分に吟味
し
，その規制が必要かっ合理的な根拠を持つもの
であるかを監視する必要かおる
」という知識の習
得で授業をまとめている
。いわば，判断はそれぞ
れの生徒に任せるオープンエンドの形で終了させるようになっているのである。
三　橋本提案
匚『民主主義社会形成』を目指す公民受業の形
成一法的社会参画学習の意義一」を発表題目とする橋本氏の授業構成論とそれに基づく授業提案は
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おおよそ次のようになる
。
（－）授業構成論
橋本氏の主張は
，匚討議民主主義」論を基底と
して
，自分たちを統制するルールを自分たちがつ
くる
，すなわち，ルール形成こそが直接民主主義
社会を形成するための公民教育となる
。　これが
匚私的自治の原則のもとで新たな（公共）社会の形
成に積極的に参画することが求められる時代
」（＝
変革の時代）の公民教育であり
，そのための学習
が厂法的社会参画学習
」だと言う。
また
，この「‾法的社会参画学習」は，①身近な
紛争（トラブル）を合理的意思決定と合意形成を経
て解決する匚紛争（トラブル）解決学習
」，②吟味
や合理的意思決定を通して市民の役割（有権者あ
るいは裁判員等）を果たす匚システム関与学習
」，
③身近な地域社会で発生する法的問題について合
理的意思決定と合意形成を経て解決策を考案する
とともに
，社会行動として地域社会に解決策を提
言する「‾参加学習
」で構成されるとし，教室内の
考察から社会形成に直接コミットメントするまで
の活動幅の広い学習を構想している
。
なお
，本課題研究における提案は，前記①の
匚紛争Ｏラブル）解決学習
」に焦点を当てたもの
である
。この学習は匚身近な紛争Ｏラブル）を合
理的に解決することができる
」ことを目的とし，
教材として例えば
，「‾『席替えを必ず教師が決め
ている』といったル
ルーに対する子どもの不満に
よる問題
」（＝手続き的正義に関わるトラブル）な
ど「多様な見解が可能な紛争（トラブル）
」を使用
する必要性を述べている
。そして，児童生徒にとっ
て直近となる紛争（トラブル）解決の過程で
，ルー
ル変更を求め
，新たなルー 形成へと向かう学習
を要請している
。ここで，ルールは自分たちのた
めにあり
，不都合を生じさせるルールは変更可能
であり新たなル
ルーを作ることができることを体
験させることになる
。さらに，紛争解決の過程で
匚裁判官が行う判断過程のように主体的・論理的・
合理的に問題解決する」，いわゆる「‾法的決定過
程」を辿ることにより
，紛争解決のプロセスを学
ぶことができるとしているＯ（二）授業提案
具体的な授業提案では，匚野球特待生」制度を
取り上げ
，メリット・デメリットを踏まえてその
是非を議論させるとともに
，改善策についてクラ
ス内での合意形成を図り
，新たなルールづくりを
目指す学習活動が提示された。
ここでのポイントは
，厂高校入学時及び入学後，
学校当局または関連団体から野球を対象として付
与される奨学金
，または入学金，授業料，そのほ
か生徒が納付すべき学費の軽減及び免除する｣と
いう匚野球特待生｣制度が
，日本国憲法第14条
(法の下の平等)及び第26条(教育を受ける権利)に
照らして
，継続されるべきものか，廃止すべきか
を検討するとともに
，公平肬という観点から憲法
に合致する新たな制度(ルール)づくりができるかどうかということになろう。
四　溝口提案
厂公民教育における開かれた価値観形成
一『法
／司法』における判断基準の批判的考察を通して
」ー
を発表題目とする溝口氏の授業構成論とそれに基
づく授業提案はおおよそ次のようになる。
（－）授業構成論
溝口氏の主張は
，我々は法化社会の中で生きて
おり
，法は生活の至るところに張り巡らされ，我々
の生活を規定し
，また，社会生活を重層的に覆っ
ている
。このような社会の中で，立憲民主主義社
会の法システムの問題解決機能や紛争調整機能を
現実の社会問題の解決過程で認識させ
，そこで用
いられる判断基準を反省的に吟味させていくこと
が必要であるとする。
そして
，公民教育は匚社会の在り方に関する個々
人の判断基準の形成と成長を中心課題の一つとす
べきである」とし，学習方法として匚法制度の在
り方をめぐる論争学習
」を提案している。なぜな
らば
，厂法制度をめぐる論争を分析する中で，法
制度を支える価値や
，それと対立する価値をとら
えさせることができる
」。また，匚社会の在り方を
規定する法システムの作動をとらえさせることも
できる
」からであると言う。また，それにより
匚生徒自らのもつあるべき社会についての判断基
準を相対化させ
，反省的に吟味させることができ
る
」としているＯこうした反省的な吟味を行うこ
とで，生徒一人一人が社会のあるべき姿を冷静に
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見つめるための資質を養うとともに
，変革の時代
によりよい選択肢を選び取ることができると主張
している
。
（二）授業提案
具体的な授業提案では
，匚都市における様々な
社会問題の解決策としての法や条例の形成
，形成
された規制ならびにその執行
，人々 社会生活へ
の影響と異議申し立て
，そして司法による法や条
例の正当性の判断，といった視点から多様な問題
事例を分析させている」ラドクリフら（1970年）の
プロジェクト教材『都市社会アメリカにおける正
義』を手掛かりに
，匚法的問題解決の視点から既
存の法制度の在り方について再考を促す
」ための
教材の開発を行っている
。それが，「‾わたしたち
のまちは誰のもの？一都市の暮らしと土地利用－」
で･ある。
この授業では
，厂住宅地に関する土地の利用や
管理の方法について異なる考え方が存在すること
に気づき
，それらの考え方の基礎にある価値を分
析
・研究できる」ことを目指している。
導入は
，ある漫画家が奇抜なデザインと色彩の
家を新築しようとしたことに対し
，周辺の住民か
ら苦情が出た事例を取り上げることから始まる
。
そして
，匚この問題について，あなたはどのよう
に思いますか
」と問い，さらに，「‘自分はどのよ
うな場所に家を建てての住みたいか」と問うてい
る
。これらについ調べると，現実は法律や住民
の建築協定など様々な規制かおることを生徒は知
ることになる
。そして，東京都国立市で起こった
マンション建設について
，景観が損なわれること
などを理由に建設差し止め請求がなされ
，裁判に
なった事例を取り上げる
。この訴訟に対し，東京
地裁は景観利益を認めるとともにマンションの20
メ
トール以上の部分を撤去するように命じたが，
東京高裁では反対に認めない判決が出された
。こ
の事実をもとに
，異なる判決の理由を考えさせる
ようになっている。
ここでのポイントは
，匚社会空間を一定の基準
によって線引きし
，その内部と外部の環境を隔て
ることで
，一定の秩序（社会の在り方）をつくりだ
す手法
」である匚ゾーニング」という概念を理解
することと，日本国憲法第29条（財産権）と，第13
条(幸福追求権)・25条(生存権)に基づいて主張される環境権との対立であることを認識することで
ある。
五　論点整理
（－）指定討論者の見解
三氏の発表の後
，指定討論者である土井氏から，
次のような意見が表明された。
まず現代社会の特徴として
，①経済水準の向上
と経済の自由化が進んだこと
，②高度知識基盤社
会となり個性重視と価値観の多元化が進んだこと
，
③グローバル化により人と物の移動が活発化した
ことが指摘された。
そして
，このような現代社会においては，多様
な価値の共存を実現する制度が必要であり
，また，
価値が多元化している故に合意形成の必要性も高
くなる
。そこで，多榛歐の尊重と基本的秩序の維
持という要請にバランスよく応えていかなければ
ならないことになる
。これらが今日の法化社会の
進展と関わってくるのである
。法化社会とは，秩
序維持の規律を法に求める社会である
。その法と
は個人間の合意で成立し
，契約が重視される。ま
た
，社会法化か進展すると，人々の関係を道徳
から法へと移行させることになる
。そして，多様
な契約を結び合うことで規範の実現につながると
考えることができる
。これを国民間の合意形成の
次元で考えれば
，共同体の形成とも関わることに
なるし
，また，経済低成長期において持続可能な
社会を維持していくための負担の配分を決定する
など
，共同の利益の問題でもある。このため，国
民参加を促すシステムの必要性と国民間の合意形
成過程が重要となる
。
（二）検討すべき二つの課題
この後
，各発表者に対し指定討論者から幾つか
の質問がなされた
。その中で公民教育にとって重
要な論点になると考えられるものを2点あげてお
きたい
。匚国家市民社会との関係はどのように
なっているか
」と厂認識と実践との関係をどのよ
うに考えるか」という質問から派生する課題であ
る。
まず「‾国家と市民社会との関係
」については，
公的領域である国家と，私的領域である市民社会
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(個人の生き方や価値観に基づいてそれぞれが生
活する場)をどのように学ぶのか
，とりわけ私的
領域をどう扱うのかという問題がある
。それは，
①公民教育の学習対象として私的領域を含むかど
うか
，また含むとするき個人の価値判断にまで
学習対象を広げるか
，②さらに私的領域における
私人間の問題に憲法が求めている人権などの価値
を持ち込むべきか
，という二つの課題に行き着く
ことになる
。なお，②については，憲法学では私
的領域に憲法の求める価値を持ち込まないとする
のが大勢であるが
，土井氏は，匚憲法は私人相互
間においても『個人の尊重』原理が妥当すること
を要請しており｣
，(‾私人相互間における法の支配
の実現も
，憲法上の要請であるダ2)という立場
を取っていることを付記しておきたい
。
次に
，匚認識実践との関係をどのように考え
るか｣については
，これまでも公民教育の大きな
課題として議論されてきた
。本課題研究では野球
にたとえて
，プレーの解説ができるためにルール
ブックを教えればよいのか
，それとも実践までを
射程においてプレー ヤーを育てるのか，公民教育
はどちらを選択すべきかを議論した
。
以下
，土井氏の質問に含まれた公民教育の課題
について発表者がどのような対応をしているか整
理してみよう。
(三)第１の課題に対する発表者の対応
まず
，第１の課題としてあげた公的領域と私的
領域の関係について明確な主張をしたのが桑原氏
であった
。氏は公民教育の学習対象から私的領域
を除き
，公的領域だけを扱うべきとし，個人の生
き方や価値観について公教育は関与すべきでない
と言う。
一方，私的領域を含めることを提案しているの
が橋本氏である
。氏は直近の事例を取り上げて，
そこに起きた紛争(トラブル)を解決するための改
善策について合意の形成とル
ルーづくりを授業で
求める
。そこには土井氏同じく私人間の問題に
憲法の要請する価値(個人の尊重等)を持ち込もう
とする意図が読み取れる
。溝口氏も同じく憲法の
要請する価値を取り上げるものの
，それは我々の
持つ様々な制度について多様な価値観が含まれ論争が行われていることを認識させ，自分の持つ価
-
値観を吟味させて
，社会のあるべき姿を冷静に見
つめるための資質を養うためであるとしている
。
（四）第２の課題に対する発表者の対応
次に
，匚匚認識と実践との関係」については，
これも最も明確に厂認識
」に限定すべきと主張し
たのが桑原氏である
。厂科学的説明」を原理とす
る授業構成論に立っている桑原氏は
，公民教育と
いう限定的な領域で認識も実践もというのは現実
論としては無理かおる
。民主社会の構成員として
最低限のものを学ばせるべき
，という主張である。
具体的には
，公民教育から価値判断を除き，社会
的事象について科学的な説明ができる力が必要だ
とする
。溝口氏も桑原氏と同様に実践までは求め
てはいないが
，認識対象として価値を積極的に取
り上げ
，批判的に吟味させることを求める。
これに対し
，公民教育の射程を最も広く取り認
識と実践を共に取り上げているのが橋本氏である
。
授業においてはクラス社会（生徒が学ぶクラス内
を
一つの社会と見立てている）で紛争解決のため
のル
ルーづくりを行わせたり，地域社会の課題の
解決策を検討するとともに
，社会行動として地域
社会に対して解決策を提言させたりする活動を提
案している。
六　まとめにかえて
以下
，まとめにかえて，前章で示した課題と三
氏の主張について，簡単に私見を述べることにし
たい。
まず桑原氏の公民教育は認識にとどまるべきだ
とする主張について支持したい
。学校の教育課程
は大人が現代社会で行っている全活動（労働
，コ
ミュニケーション，演奏，運動，食事等）を幾つ
かの要素に切り取り
，それを教科としていると考
えるならば
，公民教育では実践まで射程を広げる
必要はないと考えるからである
。
一方，価値の多元化が進む現代社会において桑
原氏が公民教育の学習内容から価値を除くことに
ついては再検討する必要があると考える
。政党か
らマニュフェストが提示され政策判断を求められ
る今日
，主権者を育成する公民教育が価値判断に
関わることの意義は大きいと考えるからである
。
この点，溝口・橋本両氏は法を基礎付けている価
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値を積極的に取り上げ
，論争問題を分析する力や
紛争(トラブル)解決のためのルールを作る力を育てようとしている点は評価できる。
しかし
，両氏が法的価値にとどまっている点に
ついては不満が残る
。我々の社会生活は桑原氏が
指摘する国家権力だけでなく
，様々な集団，ある
いは目に見えない伝統などからも規制や影響を受
けている
。これらに対抗し自律的に生きてゆくた
めには法的価値だけでなく社会倫理という視点か
らも価値を取り上げてゆくことが必要ではないか
。
それにより
，変革の時代における公民教育の意義
もより大きくなってゆくのではないだろうか。
終わりになったが
，冒頭にコーディネーターと
して意図した
，三氏の主張の優越性をフロアから
判断してもらうという試みについては
，議論の流
れの中で
，参加者の内心で行うことにしたので裁
判のような評決は行っていないことを述べておき
たい。
【註】
1）発表者の主張と提案については
，各氏の発表
資料及び発言
，メモ等をまとめたものであるこ
とをお断りしておきたい。
2）渡辺康行「『法の支配』の立憲主義的保障は
『裁判官の支配』を超えうるか」長谷部恭男他
編集『岩波講座　憲法Ｉ　立憲主義の哲学的問題地平』岩波書店　2007　p74　参照
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